
令和５年度福岡県聴覚障がい児支援中核機能モデル事業 事業報告書 

 

１ 地域の現状と課題 

  聴覚障がい児への支援については、これまでも県内４地域の特別支援学校

の乳幼児教育相談や行政機関、福岡県乳幼児聴覚支援センター等で行われて

きたところ。 

  しかしながら、聴覚障がい児やその家族の支援をより一層進めるためには、

医療・保健・福祉・教育の多職種による十分な連携体制を構築することが必要。

こどもの聞こえに不安のある保護者が、教育・医療・保健サービスに係る複合

的な不安を解消するためにも、多職種が連携した支援体制を整えることが有

用である。 

  また、地域ごとに支援体制や課題が異なることから、各地域の現状を踏まえ

た上で、地域において多職種が連携できる体制を構築することが必要。 

 

２ 福岡県におけるこれまでの聴覚障がい児支援に係る活動・取組 

  乳幼児が精密検査機関で難聴または難聴疑いありと判定された場合、検査

機関が療育機関（あいあいセンター等）を紹介し、保護者の希望に応じて各機

関で療育支援を行っている。 

  また、福岡県乳幼児聴覚支援センターや特別支援学校において、子どものき

こえに不安のある保護者等に対する相談対応などを行っている。 

 

３ 本事業における取組 

（１）協議会の設置 

   県内４地域に多職種で構成された実行委員会を立ち上げるとともに、４

地域の委員会の委員を中心に構成員を選出した「聴覚障がい児・家族支援中

核機能強化連携会議」を設置。 

  ① 協議会の構成員（所属（役職）） 

   ア 実行委員会（北九州地域） 

所属 職名 

小倉聴覚特別支援学校 校長 

北九州市子育て支援課 母子保健係長 

行橋市子ども支援課 保健師 

北九州市立総合療育センター 言語聴覚士 

九州大学病院 医師 

福岡県乳幼児聴覚支援センター 言語聴覚士 

NPO 法人北九州市聴覚障害者協会 理事長 

北九州聴覚障害児サークルみみずく 代表 



 

   イ 実行委員会（福岡地域） 

所属 職名 

福岡聴覚特別支援学校 校長 

九州大学病院 医師 

福岡県聴覚障害者協会 事務局長 

（福岡県教育センター） 元所長 

福岡県乳幼児聴覚支援センター 言語聴覚士 

社会福祉法人福栄会高取保育園 園長 

福岡市立心身障がい福祉センターありんこ園 園長 

福岡聴覚特別支援学校ＰＴＡ 会長 

 

   ウ 実行委員会（筑豊地域） 

所属 職名 

直方特別支援学校 校長 

九州大学病院 医師 

直方聾学校同窓会 事務局 

社会福祉法人直方市社会福祉協議会 社会福祉士 

手話通訳士 

飯塚市子育て支援課 保健師 

聴覚障がい教育を考える会 社会福祉士 

手話通訳士 

福岡県乳幼児聴覚支援センター 言語聴覚士 

 

   エ 実行委員会（筑後地域） 

所属 職名 

久留米聴覚特別支援学校 校長 

九州大学病院 医師 

渡辺レディースクリニック 医師 

ＮＰＯ法人言葉の森くるめ 理事長 

久留米市ろうあ協会 事務局長 

久留米市子ども子育てサポートセンター 保健師 

筑前町健康課 保健師 

久留米聴覚特別支援学校ＰＴＡ 会長 

福岡県乳幼児聴覚支援センター 言語聴覚士 

 



   オ 聴覚障がい児・家族支援中核機能強化連携会議 

所属 職名 

小倉聴覚特別支援学校 校長 

福岡聴覚特別支援学校 校長 

直方特別支援学校 校長 

久留米聴覚特別支援学校 校長 

九州大学病院 医師 

福岡県乳幼児聴覚支援センター 言語聴覚士 

福岡県聴覚障害者協会 理事長 

福岡聴覚特別支援学校ＰＴＡ 会長 

飯塚市子育て支援課 課長補佐 

ＮＰＯ法人言葉の森くるめ 理事長 

福岡県子育て支援課 課長 

福岡県教育庁特別支援教育課 課長 

事務局：障がい福祉課  

 

  ②協議会の開催回数、開催日、議題及び出席状況 

   ア 実行委員会（北九州地域） 

   ＜開催日・開催回数＞ 

２回（第１回：令和５年８月２３日、第２回：令和６年１月３０日） 

   ＜議題＞聴覚障がい児支援に係る取組と課題、関係機関との連携 

   ＜出席状況＞第１回：６名 第２回：８名 

 

   イ 実行委員会（福岡地域） 

   ＜開催日・開催回数＞ 

    ２回（第１回：令和５年９月６日、第２回：令和６年１月１５日） 

   ＜議題＞聴覚障がい児支援に係る取組と課題、関係機関との連携 

   ＜出席状況＞第１回：８名 第２回：８名 

 

   ウ 実行委員会（筑豊地域） 

   ＜開催日・開催回数＞ 

    ２回（第１回：令和５年９月４日、第２回：令和６年２月２１日） 

   ＜議題＞聴覚障がい児支援に係る取組と課題、関係機関との連携 

   ＜出席状況＞第１回：７名 第２回：７名 

  



   エ 実行委員会（筑後地域） 

   ＜開催日・開催回数＞ 

    ２回（第１回：令和５年９月２０日、第２回：令和６年２月１９日） 

   ＜議題＞聴覚障がい児支援に係る取組と課題、関係機関との連携 

   ＜出席状況＞第１回：７名 第２回：８名 

 

   オ 聴覚障がい児・家族支援中核機能強化連携会議 

   ＜開催日・開催回数＞ 

    １回（令和６年３月２６日） 

   ＜議題＞聴覚障がい児支援に係る取組と課題、関係機関との連携 

   ＜出席状況＞第１回：１０名 

 

  ③コーディネーターの職種 

   各地域の特別支援学校長 

 

  ④コーディネーターの主な役割 

   関係機関との連携推進 

 

（２）関係機関との連携 

  ①現状 

    聴覚障がい児支援に係る関係機関の協議の場が少なく、保健・医療・福

祉・教育など各関係機関の取組内容や課題が十分に共有されていない。 

    子どもの聞こえに不安がある保護者は、教育・医療・保健サービスに係

る複合的な不安もあり、更なる周知が求められている。 

 

  ②実施内容及び手法 

   ・ ３（１）の協議会の場等を活用して、関係機関同士の情報交換等を行

った。 

   ・ 聴覚障がいの特性、コミュニケーション方法や、相談対応を行ってい

る特別支援学校を掲載したリーフレットを作成し、協議会委員にも協

力をいただき、関係機関に配布した。 

（幼稚園・保育園、県乳幼児聴覚支援センター、医療機関等） 

     作成に当たっては、各関係機関の意見を踏まえ、保護者等にとって分

かりやすいものとなるよう、協議会で内容のブラッシュアップを行っ

た。 

  



  ③結果 

   ・ 各関係機関の聴覚障がい児支援に係る課題や情報を共有するととも

に、必要な取組の方向性について検討を行うことができた。 

   ・ これまで無かったリーフレット（県統一版）の作成により、地域の保

護者をはじめ、学校や保育所等にも聞こえの相談などについて情報提

供が円滑に実施できることとなった。 

 

（３）家族支援の実施 

  ①現状 

    県内４地域の聴覚特別支援学校において、聴覚障がい児の保護者から

の相談に対応している。 

    保護者からは、手話を学ぶことができる手話教室の実施や、保護者教室、

個別支援等の充実が求められている。 

    一方で、子どもが難聴であることが分かっても、保護者は聞こえている

から大丈夫と判断し、支援を受けることを躊躇するケースもあるなど、聴

覚障がいへの理解促進ときこえにくい子どもの発達などに対する更なる

支援も必要。 

 

  ②実施内容及び手法 

   ア 親子手話教室 

     聴覚障がい児とその保護者を対象として、親子で手話を使って会話

する際のポイントなどについて学習する親子手話教室を実施した。 

     県内４地域で合計５４回 延べ約６５０名参加 

   イ 聴覚障がいへの理解促進のための講演会 

     令和５年４月１日に福岡県手話言語条例が制定されたことも踏まえ、

ろう者による講演を通して、手話や聴覚障がいに対する理解促進を図

る講演会を実施した。（年３回） 

     ・令和５年８月２日  

      テーマ：「手話が広げる世界」 講師：那須 映里氏 

      参加人数：６０名 

     ・令和５年９月２１日 

      テーマ：「手話が広げる世界」 講師：那須 映里氏 

      参加人数：１００名 

     ・令和６年１月２８日 

      テーマ：目指した夢の向こう側～ろう者の誇りとアイデンティティ～ 

      講師：早瀬 憲太郎氏 

      参加人数：２２３名 



   ウ 聴覚障がい等に関する保護者教室 

     保護者が聴覚障がいへの理解を深め、乳幼児との関わり方について

学ぶ教室を開催した。 

   エ 個別支援・家庭訪問支援 

     補聴器装用に係る相談、聴覚障がいやコミュニケーション方法の説

明、進路相談等を実施した。 

 

  ③結果 

   ア 親子手話教室 

    親子手話教室を継続的に各地域で実施したことで、子どもの聞こえに

不安のある保護者等が集える場所として徐々に認知され、親子のコミュ

ニケーション支援につながった。 

    ＜参加者の主な感想＞ 

     ・ 最初は、手話や指文字を覚えることができなかったが、継続的に

参加することで、少しづつ分かる表現が増えてきた。 

     ・ 手話を学べることに加え、講師や保護者と交流する機会となって

おり、今後も継続してほしい。 

 

   イ 聴覚障がいへの理解促進のための講演会 

    講演会では、保護者、ろう者、教育関係者、医療関係者など様々な方が

参加し、聴覚障がいへの理解促進につながった。 

    ＜参加者の主な感想＞ 

     ・ 聞こえない子どもと聞こえる親との関係性について考えるきっ

かけとなった。 

     ・ 聴覚障がい児の保護者として、講師の障がいへの考え方に共感で

きることが多かった。子どもにも伝えたい。 

     ・ このような講演会を通じて、聴覚障がいへの理解が深まってほし

いと感じた。 

 

    保護者教室や個別支援・家庭訪問支援では、保護者の具体的な悩みや困

りごとへの支援をすることで、保護者の不安解消につながった。 

    また、子育てで使用することの多い手話単語をまとめた冊子を作成・配

布することで、保護者への支援につながった。 

 

  



（４）巡回支援の実施 

  ①現状 

   幼稚園、保育所、学校等の職員は、聴覚障がい児への適切な対応について

の知識や情報が十分ではないことが多いため、理解促進が必要。 

 

  ②実施内容及び手法 

   聴覚障がい児の通う保育園、幼稚園、障がい福祉サービス事業所、学校等

に対し、巡回支援を実施した。（県内４地域で合計３４か所） 

 

  ③結果 

   聴覚障がいのある子どもとの関わり方、保育の中で使える手話、補聴器の

取扱い等について、職員に対し情報提供を行うことで、聴覚障がいのある子

どもの支援に対する理解促進につながった。 

 

（５）聴覚障がい児の支援方法に係る研修の実施 

  ①現状 

   県内の医療・保健・福祉・教育の聴覚障がい児支援に携わる職員の中でも、

聴覚障がいに対する理解度に差があり、支援の円滑化を図るためにも、更な

る理解促進が必要 

  ②研修内容及び手法、結果 

   医療・保健・福祉・教育の関係者を対象とした研修会を実施し、現場職員

に有用な情報共有を行うことができた。 

  ＜主な研修内容＞ 

  ・令和５年７月２８日 

   テーマ：聴覚障がい児への支援の在り方～学校や関係機関との連携～ 

   講師：喜屋武 睦 氏 

   参加人数：４１名 

  ・令和５年９月２１日、２２日 

   テーマ：豊かな言葉を身に付けるための乳幼児期からの関わりについて 

   講師：脇中 起余子 氏 

   参加人数：３１名 

 

４ 考察（本事業の実施前後における改善内容） 

  ・ 県内４地域の実行委員会を通じて、多職種での情報共有を行ったことに

より、円滑な実施ができるとともに、様々な機関への取組の周知につなが

った。 

  ・ 家族支援の取組として、親子手話教室や講演会を実施したことで、手話



や聴覚障がいへの理解促進をすることができた。 

  ・ 保護者教室、個別支援等により、保護者の不安や悩みの解消に寄与する

ことができた。 

  ・ 巡回支援や聴覚障がい児の支援方法に係る研修を通じて、聴覚障がい児

と関わる職員が、適切な対応方法や知識を習得することができた。 

  ・ 上記のとおり、本事業の実施により、関係機関の連携体制の構築や県民

へ支援者への聴覚障がいに対する理解促進に大いにつながった。 

  ・ 令和５年４月１日には福岡県手話言語条例が施行され、手話を使用しや

すい環境の整備に取り組んでいるところ、本事業において条例のポイン

トである乳幼児期からの切れ目ない相談支援や手話等を学ぶ機会の確保

に取り組めたことは大変意義深い。 

  ・ しかしながら、聴覚障がいのある子どもとの十分なつながりが持ててい

ない事例がまだまだあること、保護者や関係機関の職員の理解が十分で

ないケースがあることなど、課題も多いため、関係機関の連携をより一層

深め、取組を継続していくことが必要。 


